
 

令和７年１０月から新たな障がい福祉サービスとして、就労選択支援が創設された。

就労選択支援は、障がいのある方の就労能力や適性等に合った選択をするための非常

に重要な支援となるが、就労選択支援員の確保と育成、支援体制の整備等に加え、施

設としての人材確保・育成、長引く物価高騰に対する取組等、様々な課題が山積して

いる。 

このような中、本会においては、障害者施策の動向を把握し、迅速に情報提供を行

うとともに、障害特性に応じた支援体制の構築やより質の高いサービスの提供、職員

の資質向上等に努め、会員施設間の連携強化を図る必要がある。 

以上のような観点から、以下の事業を推進する。 

 

１ 基本方針 

（１）障害者総合支援法等の諸制度に関わる情報の提供 

（２）障害者優先調達推進法を活用した官公需及び民需への推進 

（３）「共同受注窓口組織」の設置検討  

（４）研修をとおしての各職員のスキルアップと情報交換 

（５）他機関との連携による販売促進事業 

（６）全国・九州社会就労センター協議会並びに関係団体との連携強化 

（７）災害時に備えた防災対策の取り組みについて 

（８）人材確保に向けた取り組みについて 

 

２ 会の運営（会議等） 

（１）監事監査            ４月 

（２）理事会             ４月及び随時 

（３）総会              ４月及び２月 

（４）正副会長会           随時 

（５）施設長会            年２回（予定） 

（６）企画委員会           随時 

ア 各種研修の企画・実施 

イ 会員施設の課題整理調査等 

ウ その他 

 

３ 研修会等の開催 

（１）職員研修会Ⅰ・Ⅱ         

（２）ブロック別交流会      
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４ 販売促進等 

（１）バザール等の実施 

  ア ふく福マルシェ（令和８年１２月５日（土）予定） 

    ※３団体（歩一歩の店、わくわくネットワーク、本会）合同販売会・イベント 

  イ 西米良村地域福祉交流会における販売会（年４回予定） 

  ウ その他販売会の開催（随時） 

（２）障害者優先調達推進法への対応と「共同受注窓口組織」の設置検討 

（３）展示棚（宮崎県福祉総合センター本館設置）を活用した施設製品の広報 

（４）ＳＥＬＰ自動販売機の設置促進・売上促進 

（５）会員施設製品の販売促進 

（６）他県が開催する全国ナイスハートバザールへの参加 

 

５ 関係機関・団体との連携 

（１）県内 

  ア 宮崎県社会福祉大会 

  イ 宮崎県社会福祉研修センター研修への参加 

  ウ 社会福祉経営支援セミナーへの参加 

  エ 本会役職員等参加の会議（委員等） 

   (ｱ) 宮崎県社会福祉協議会 理事会 

   (ｲ) 宮崎県社会福祉協議会 福祉人材・研修事業運営委員会 

   (ｳ) 宮崎県障がい者虐待防止・権利擁護連絡会議 

   (ｴ) 宮崎県障がい者雇用促進協議会 

   (ｵ) 宮崎県災害福祉支援ネットワーク会議 

   (ｶ) 宮崎県災害派遣福祉チーム検討部会 

   (ｷ) 宮崎県高次能機能障がい支援連絡会議 

   (ｸ) 宮崎県障がい者自立支援協議会精神障がい者部会 

     (ｹ) みやざき安心セーフティネット事業基金運営委員会 

  オ 三協議会連携推進会議への参画 

    ※三協議会：知的障害者施設協議会、障害者支援施設協議会、本会 

（２）九州社会就労センター協議会 

  ア 協議員会（年数回） 

  イ 九州社会就労センター（セルプ）研究大会 

    期日：令和８年１１月５日（木）～１１月６日（金） 

    会場：長崎市 

（３）全国社会就労センター協議会 

  ア 協議員総会（年２回） 

     [第１回] 令和８年５月 

     [第２回] 令和９年２月 

  イ 全国社会就労センター総合研究大会 

     期日：令和８年７月 



     会場：岩手県 

  ウ 販売力向上セミナー（ナイスハートバザール販売促進研修会） 

     期日：令和８年６月 

     会場：全社協 

  エ 全国社会就労センター長研修会 

     期日：令和９年２月 

     会場：調整中 

  オ 第３０期「リーダー養成ゼミナール」 

     期日：（前 期）令和８年８月 

 （後 期）令和９年１月 

        （終了式）令和９年３月 

     会場：全社協 

  カ リーダー養成ゼミナール修了生フォローアップ研修会 

     期日：令和９年３月 

     会場：全社協 

 

７ 災害支援体制の構築 

（１）宮崎県災害福祉支援ネットワーク協議会への参画 

（２）宮崎県社会福祉施設等災害時相互応援協定による応援体制の整理 

 

８ 社会福祉予算確保対策運動の取組 

  予算確保対策運動の推進 

 

９ その他 

（１）「福祉と保健（令和８年度版）」の配布 

（２）しゃしゅ通信の発行  


